
機密保持契約書

（以下「甲」という）と株式会社イメージ・マジック（以下「乙」という）とは、以下の通り機密保持契約（以下「本契約」という）を締結する。尚、本契約においては、当事者の一方が相手方に機密情報を開示した又は開示する立場にある者を「開示者」といい、相手方より機密情報の開示を受けた又は受ける立場にある者を「被開示者」という。
第1条 （目的）
1. 本契約は、開示者が被開示者に開示する本件機密情報（次条に定義）を以下の目的（以下「開示目的」という）のためにのみ利用し、開示者の事前の書面による許可を得ずに第三者に開示・漏洩せず守秘すべきこと及びその取扱等について定める。

目的：

2. 本契約は、本件機密情報に係わる発明、考案、創作、標章、ノウハウ等の実施（使用）権又は著作物等の利用権（以下「実施権」と総称する）の譲渡又は許諾を定めるものではない。尚、本件機密情報の開示に関連して別途甲乙間で実施権の許諾又は業務委託、請負等の契約（以下「関連契約」と総称する）が締結された場合、本契約は当該関連契約を補完する。

第2条 （本件機密情報）

1. 本件機密情報とは、主として技術情報、技術資料、ノウハウを対象とするが、それに限定されることなく、顧客名簿、販売計画及び開発予定の機器、開発中の機器、事業計画等他に漏洩されれば開示者の損失となる技術上、営業上その他の一切の情報であって、本契約の締結日から本契約が満了又は合意解約により終了する迄の期間中に開示者が被開示者に対して機密である旨明示して開示した一切の情報をいう。

2. 前項の規定にも拘らず、開示者が開示した本件機密情報が以下各号のいずれかに該当することを、被開示者において証明できるものについては、本件機密情報から除かれる。
(1) 既に公知、公用の情報

(2) 開示後被開示者の責によらず公知、公用となった情報

(3) 開示を受けた時に既に知得していた情報

(4) 開示を受けた後、正当な権限を有する第三者より守秘義務を負うことなしに入手した情報

(5) 法令により、さらに守秘義務を負わせることなく、かつ無制限に、公に開示することが義務づけられた情報

(6) 被開示者が、開示された情報に一切アクセスせず、それと無関係に開発、創作した情報

(7) 甲乙が本件機密情報から除かれることを相互に確認した情報
第3条 （本件機密情報の価値）
被開示者は、総ての本件機密情報が財産的価値を有する開示者の営業秘密であり、本件機密情報に関連する全ての権利（所有権、知的財産権等を含むが、それらに限定されない）が開示者に帰属することをここに確認する。さらに、被開示者は、本件機密情報に対して開示者の有するいかなる権利（所有権、知的財産権を含むが、それらに限定されない）も一切侵害しないことを約束する。
第4条 （本件機密情報の開示）
1. 被開示者は、本件機密情報を被開示者の役員又は従業員に開示する場合、開示目的を達成するために必要な範囲内の者に限定して開示するものとする。この場合、本件機密情報を知った被開示者の役員又は従業員が本件機密情報を漏洩し若しくは開示目的以外に利用しないよう、監督その他必要な措置を講ずるものとする。

2. 被開示者が開示目的を履行するために本件機密情報を第三者に対して開示する場合には、開示者の書面による事前の許可を得なければならない。

3. 被開示者が前項の規定に基づき開示者の許可を取得した後、本件機密情報を第三者に対して開示しようとする場合には、被開示者は、開示に先立ち、予め開示者の承認を受けた形式及び内容の機密保持契約を当該第三者と締結し、当該契約書の写しを開示者に提出するものとする。尚、当該機密保持契約の内容は、少なくとも本契約に基づき、被開示者が開示者に対して負担するのと同一の義務を当該第三者に対して課するものでなければならない。

第5条 （遵守事項等）

1. 被開示者は、本件機密情報を開示目的以外のいかなる目的にも使用又はその他利用してはならない。

2. 被開示者は、本件機密情報を前条第1項又は第2項の規定により開示する場合の他、その他の者に開示しないものとする。

3. 被開示者は、本件機密情報を滅失、毀損、窃取されないように善良な管理者の注意をもって取り扱うものとする。

4. 被開示者は、開示者の承諾を得ずに本件機密情報を複製したり若しくは逆コンパイルその他解析したりしないものとする。

5. 被開示者は、本件機密情報を冒用し、そのまま又はこれに補足する等して完成させ、これを工業所有権として登録出願し又は著作権登録申請しないものとする。

第6条 （被開示者の責任）

1. 開示者は、被開示者が前二条の規定に違反した場合、又は開示者の事前の同意なく本件機密情報を開示目的以外に使用・利用した場合には、差止又は損害賠償の請求が出来るものとする。開示者は、当該法的救済を求めるために要した弁護士費用、証人費用、証拠収集費用及びその他訴訟遂行上、総ての合理的費用を、被開示者に対して損害賠償の一部として請求することが出来るものとする。

2. 開示者は、第4条第2項の規定により被開示者が開示者の許可を得て本件機密情報を開示した第三者が課された義務に違反したときは、当該第三者の義務違反を本契約上の被開示者の義務違反と看做して、被開示者に対してその責任を問うことが出来るものとする。

第7条 （本件機密情報の返還）
被開示者は、開示者から書面で要求があった場合、又は関連契約の終了、開示目的の達成若しくは達成不能により本件機密情報を所持する必要がなくなった場合、又は本契約が期間満了若しくは合意解約その他の事由により終了した場合には、本契約に基づき開示された機密情報（それらの複製物を含む）を直ちに開示者に返還するか又は開示者の指示に基づき破棄するものとする。

第8条 （解除）

1. 甲又は乙は、相手方が以下の各号のいずれかに該当した場合、本契約の全部又は一部を直ちに解除することができる。

(1) 本契約のいずれかの規定に違反した場合

(2) 破産、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算申立、特定調停申立、あるいはこれらのための保全手続の申立がなされあるいは受けた場合

(3) 自己振出の手形又は小切手が不渡りとなった場合

(4) 公租公課の滞納処分を受けた場合

(5) その他、任意整理の通知を発する等、信用状態に重大な不安が生じたと判断される場合、もしくは将来において生じると判断される場合

2. 前項の規定に従い、甲又は乙が本契約の全部又は一部を解除した場合でも、相手方に対して、その被った直接かつ通常損害の賠償を請求することを妨げない。

第9条 （損害賠償）　

甲及び乙は、本契約の全部又は一部に違反し相手方に損害を与えた場合、当該損害について賠償する責を負う。

第10条 （契約期間）　

本契約の有効期間は、本契約締結日より３年間とする。

第11条 （契約の変更）

甲及び乙は、本契約の変更・修正を行う場合、甲乙双方の記名捺印した書面を交わすものとする。
第12条   （余後効）
1. 本契約が満了又は合意解約その他の事由により終了した場合、当該終了時点において本契約第2条第2項により本件機密情報から除かれていない本件機密情報に関しては、同条項により本件機密情報から除かれるまで（但し、本契約終了後3年を越えない）の期間中、被開示者はいかなる目的のためにも、又いかなる態様でも一切使用又は利用しないものとする。

2. 本契約終了後も、本契約第4条ないし第7条、第12条、第15条は、尚引き続き甲乙間において効力を有し、被開示者を拘束するものとする。

第13条 　（付則）
本契約締結前に甲乙間で締結された双務的、片務的機密保持契約がある場合、本契約は、当該契約に重畳的に適用されるものとする。

第14条 （協議）

本契約について甲乙間に疑義が生じたときは、甲乙協議のうえ、これを解決するものとする。
第15条 （専属的合意管轄裁判所）

本契約について甲乙間に訴訟が生じたときは、東京簡易裁判所又は東京地方裁判所をもって専属的合意管轄裁判所とする。

第16条  （準拠法）

本契約は、日本国法に準じて解釈される。

以上、本契約締結の証として本書2通を作成し、甲乙記名捺印又は署名捺印の上、それぞれ各1通を保有する。

平成24年　月　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲：

乙：東京都新宿区新宿2-3-12
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